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トラック関係者12名が中国運輸局長表彰を受賞トラック関係者12名が中国運輸局長表彰を受賞
優良従業員表彰143名が受賞優良従業員表彰143名が受賞

第46回岡山県トラックドライバーコンテストを開催第46回岡山県トラックドライバーコンテストを開催
中国運輸局岡山運輸支局長表彰について中国運輸局岡山運輸支局長表彰について
事業実績報告書・事業報告書の提出について事業実績報告書・事業報告書の提出について
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本 会 〒700-8567
岡山市北区青江1-22-33
TEL  086-234-8211 （代） 　 FAX  086-234-5600

岡 山 支 部 〒700-0941
岡山市北区青江1-22-33
TEL  086-234-8211 　 FAX  086-234-5600

倉 敷 支 部 〒710-0847
倉敷市東富井850-1
TEL  086-425-0108 　 FAX  086-425-0138

備 中 支 部 〒714-1224
小田郡矢掛町本堀1296-1
TEL  0866-83-1365 　 FAX  0866-83-1366

美 作 支 部 〒708-0842
津山市河辺722-5
TEL  0868-26-4436 　 FAX  0868-26-4450

備 前 支 部 〒705-0023
備前市伊里中516-1
TEL  0869-67-2882　 FAX  0869-67-2883

自動車運転練習場 〒709-0626
岡山市東区中尾355-1
TEL  086-279-8022 　 FAX  086-279-8022

陸上貨物運送事業労働災害防止協会
岡山県支部

〒700-0941　岡山市北区青江1-22-33　1 階
TEL  086-234-1332 　 FAX  086-234-5600

岡山県運送事業協同組合連合会
岡山県高速運輸事業協同組合

〒700-0941　岡山市北区青江1-22-33　2 階
TEL  086-234-8100 　 FAX  086-234-8383

自動車事故対策機構　岡山支所
運行管理者各講習・適正診断等に関するお問い合わせは
こちらへご連絡ください。

〒700-0941　岡山市北区青江1-22-33　3 階
TEL  086-232-7053 　 FAX  086-231-6742

一般社団法人 岡山県トラック協会及び支部 ご案内

岡山県トラック総合研修会館 入居団体 ご案内

1.	 	守永理事・赤田元副会長	叙勲受章
3.	 	トラック関係者12名が中国運輸局長表彰を受賞
4.	 	優良従業員表彰143名が受賞
6.	 	第46回岡山県トラックドライバーコンテストを開催
8.	 	自動車運転練習場をご利用ください
9.	 	令和7年度	岡山県貨物自動車運送適正化事業実施機関の活動状況

について
18.	 	正副会長会議、総務交付金合同会議、理事会
19.	 	青年協	岡山地域での交流を踏まえた会議
20.	 	令和8年度小学生絵画コンクール募集
22.	 行政だより
 ・中国運輸局岡山運輸支局長表彰について
 ・軽油の見本品採取調査のお願い
 ・賃金構造基本統計調査を実施します
 ・梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について
 ・トラックによる死亡事故多発！！

36.	 協会だより
 ・事業実績報告書・事業報告書の提出について
 ・無料採用ホームページ制作のご案内
 ・青年協議会 会員募集中！

40.	 閲覧室
 ・自動車事故対策機構岡山支所だより
 ・ヤマト・スタッフ・サプライ
 ・お知らせ

61.	 資料
 ・引越安心マークをとりませんか？

63.	 申込書関係
 ・令和8年度小学生絵画コンクール応募者名簿

C o n t e n t s

［今月のトピックス］
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作品選考 　岡山県教育委員会　教育長賞／1点　優秀賞／2点　佳作／10点 
賞 　◎岡山県教育委員会　教育長賞 

	 　賞状、こども商品券（1万円）、作品のジグソーパズル
	 　なお、同賞に選出された作品の「ラッピングトラック」を作成します。

	 ◎優秀賞　賞状、図書カード（3,000円）、作品のジグソーパズル

	 ◎佳　作　賞状、作品のジグソーパズル

	 ◎参加賞　クッションシート　（協会ロゴ入り）

作品の公表 　�上記作品を含め、選考された優秀作品100点の絵画については、当協会のウェブペー
ジにて、公表する予定です。

表彰式 　令和8年10月17日（土）を予定。
	 場所：岡山市サウスヴィレッジ　（岡山市南区片岡2468）

	 ※表彰式は教育長賞、優秀賞、佳作の受賞者のみとなります。

その他 　�別添1の氏名カードに必要事項を記入のうえ、作品裏面の左下に貼付してください。
	 併せて、別添2の応募者名簿を添えてご提出ください。
	� 応募者名簿（Excel）を左記メールアドレスへ必ずご返信頂きますようお願い申し上げ

ます。
	 作品については、1名1作品の応募に限ります。
	 応募していただいた作品は、お返しできませんのでご了承ください。
	� なお、応募者は本応募に際して提供した当該作品の使用する権利を、一般社団法人　

岡山県トラック協会に譲渡するものとします。
	� 氏名カード及び応募者名簿は岡山県トラック協会ウェブページ（https://okayama-

ta.or.jp/activity/concours/）からダウンロードできますのでご活用ください。

クッションシート

おもいっきり楽しく
かいてみよう！

みんなの作品を
楽しみにしているよ！
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行政だより

　中国運輸局岡山運輸支局では、下記の表彰規則第4条に該当される方の表彰申請（表彰は11月）を受け付
けています。
　8月7日（金）までに所属支部経由でご推薦下さい。
　なお、提出書類等詳細については、当協会（担当総務課）又は各支部に問い合わせ下さい。
　また、ご推薦いただいた候補者の情報（個人情報）については、標記表彰以外には使用いたしません。

記

中国運輸局岡山運輸支局自動車関係功労者表彰規則（抜粋）

第4条　表彰は次の各号の一に該当する者又は団体に対して行う。

　（1）職責遂行、事故防止の功労
　　　�自動車関係事業に従事する者で、危険を顧みず職責を遂行し又は重大な事故を未然に防止し、その功

績が顕著な者又は団体

　（2）発明、考案、改良、研究の功労  
　　　�自動車関係事業に関する有益な発明、考案、改良又は研究を行い、事業の振興発展に著しい貢献をし

た者又は団体　

　（3）永年勤続の功労
　　　�自動車関係事業の次のいずれかに該当する業務に現に従事する者であって、永年にわたり業務に精

励しその勤務成績が優秀であって他の模範となる年齢45歳以上（エを除く）の者。ただし、原則とし
て当該事業者団体の長もしくはこれに準ずる者の推薦を受けた者に限る。

　　　　ア　事業用自動車の運転業務に20年以上従事し、その間における責任事故がない者
　　　　イ　�自動車整備士、検査主任者及びこれに準ずる者として自動車整備業務に20年以上従事してい

る者  
　　　　ウ　自動車関係事業に20年以上従事し、業務遂行上指導的役割を果たしている者
　　　　エ　関係団体の業務に15年以上従事している年齢35歳以上の者

　（4）自動車関係事業の功労
　　　　ア　�次のいずれかに該当する自動車関係事業の役員であって、その功績が顕著な年齢45歳以上の者。

ただし、原則として当該事業者団体の長もしくはこれに準ずる者の推薦を受けた者に限る。
　　　　　　（ア）関係団体の役員として8年以上在任している者
　　　　　　（イ）自動車関係事業の役員として12年以上在職している者

中国運輸局岡山運輸支局
自動車関係功労者の表彰
「推薦は8月7日まで」
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　　　　イ　その他自動車関係事業の発達改善に尽力し、その功績が顕著な者又は団体

第5条　�関係団体の長もしくはこれに準ずる者は、前条各号の表彰に該当する者があると認めたときは、次
に掲げる書類を添えて毎年9月1日までに支局長あて提出するものとする。ただし、第1号に該当す
る者については、随時とする。

　　（1）候補者名簿（※トラック協会で作成します。）	 （様式第1号）
　　（2）履歴書・宣誓書	 （様式第2号）
　　（3）推薦書（第4条第3号に該当する者に限る。）	 （様式第3号）
　　（4）功績調書（第4条第3号に該当する者を除く。）	 （様式第4号）
　　（5）無事故無違反証明書
　　（6）その他参考となる資料

　※�提出書類は、（一社）岡山県トラック協会ホームページ「会員の皆様へ」より、「各種表彰」ページの「自動
車関係功労者（岡山運輸支局長表彰）」からダウンロードできます。
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行政だより

軽油の見本品採取調査のお願い  
 
 
軽油貯蔵施設等を保有する事業者の皆様へ 

 
岡山県では、不正軽油の流通による脱税及び環境悪化を

防止するため、県下全域の軽油貯蔵施設等を保有する大口

需要家等の事業所等に臨場し、軽油のサンプルを採取し、

分析する業務を行っています。  
ついては、令和８年度における上記サンプル採取調査を

公益財団法人  岡山県健康づくり財団へ委託して実施する
ことといたしました。 
これにより、岡山県から委託を受けた公益財団法人 岡山

県健康づくり財団の職員が、本県からの業務委託証明書と

身分証明書を携帯のうえ、皆様方の事業所等へお伺いする

予定です。 
本業務の実施に当たっては、公益財団法人  岡山県健康

づくり財団に対して個別情報の適正な管理と保護を義務付

けておりますので、何とぞご協力をよろしくお願いいたし

ます。 
 
                           岡   山   県 
 

 問い合わせ先   
  岡山県備前県民局税務部課税課  
  TEL ０８６－２３３－９８２１  
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行政だより

全ト協発第１０７号（環）

令 和 ８ 年 ６ 月 ５ 日

各都道府県トラック協会長 殿

公益社団法人 全日本トラック協会

会 長 寺 岡 洋 一

（公 印 省 略）

梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について

平素は当協会の業務運営に種々ご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、例年、梅雨期及び台風期においては、各地で局地的大雨や集中豪雨が観

測され、多数の人的被害及び住家被害が発生しております。とりわけ近年は、毎

年のように大規模な風水害が発生しており、全国各地で土砂災害や浸水被害が頻

発化・激甚化していることから、中央防災会議会長より、別添のとおり、梅雨期

及び台風期を迎えるに当たり、人命の保護を第一義とし、防災態勢の一層の強化

を図るよう通知がありました。

つきましては、貴協会におかれましても本趣旨をご理解のうえ、災害時の円滑

かつ迅速な対応を図るため、災害対策に関する自治体等との連携、各種取組への

積極的な協力・支援等、傘下の会員事業者に対する周知徹底方をお願い申し上げ

ます。

【本件に関する問い合わせ先】

公益社団法人 全日本トラック協会 交通・環境部

電話：０３－３３５４－１０４５ ＦＡＸ：０３－３３５４－１０１９
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中 防 災 第 １ ６ 号

令和８年５月２９日

各指定行政機関の長

各指定公共機関の代表 殿

中央防災会議会長

内閣総理大臣 高市 早苗

梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について

貴殿におかれては、日頃から各般の施策を通じて災害対策の推進に御尽力をいただ

いているところであり、感謝を申し上げる。

例年、梅雨期及び台風期においては、各地で局地的大雨や集中豪雨が観測され、河川

の急な増水・氾濫、内水氾濫、がけ崩れ、土石流、地すべり、高潮、高波、竜巻等によ

り、多数の人的被害及び住家被害が発生している。とりわけ近年は、平成 年７月豪

雨、令和元年東日本台風、令和２年７月豪雨、令和３年７月１日からの大雨等、毎年の

ように大規模な風水害が発生しており、昨年も、８月５日からの低気圧と前線による大

雨等により、全国各地で土砂災害や浸水被害が発生した。加えて、地震や豪雨により地

盤が緩んでいる能登地域や林野火災があった地域では、土砂災害が発生しやすいと考

えられるため、その点御留意いただきたい。このような頻発化・激甚化する災害の被害

を踏まえ、防災態勢の強化に取り組んできたところであるが、梅雨期及び台風期を迎え

るに当たり、人命の保護を第一義とし、下記の点に留意した防災態勢の一層の強化を図

られるよう依頼する。

記

１．災害の発生を未然に防止するため、防災事務に従事する者の安全確保にも留意した

上で、職員の参集や災害対策本部の設置等適切な災害即応態勢の確保を図り、関係機

関との緊密な連携の下に、特に以下の取組について万全を期すること。

①「第１次国土強靱化実施中期計画」等の国土強靱化に向けた取組の推進

国民の生命・財産・暮らしを守り、国家・社会の重要な機能を維持するため、「第

１次国土強靱化実施中期計画」（令和７年６月閣議決定）に基づき、国民の生命と

財産を守る防災インフラの整備・管理や、経済発展の基盤となる交通・通信・エネ

ルギーなどライフラインの強靱化、デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策

の高度化、災害時における事業継続性確保を始めとした官民連携強化、地域におけ

る防災力の一層の強化の各分野について、国土強靱化の取組を推進すること。
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②危険箇所等の巡視・点検の徹底

河川等の氾濫、がけ崩れ、土石流等の災害発生のおそれのある危険箇所の巡視・

点検の徹底を図るとともに、地形、地質、盛土等の土地改変の状況、土地利用状況、

災害履歴及び最近の地震や降雨等の状況を勘案し、従来危険性を把握していなかっ

た区域も併せて再度安全性を点検する等、適切な措置を講ずること。災害復旧事業

施行中の箇所について、再度の災害発生及び復旧作業中の事故等を防止するため、

気象情報等に留意しつつ警戒監視を行う等、適切な措置を講ずること。

③河川管理施設を始めとする施設管理等の強化

施設管理者等は、災害発生に備え、管理施設等について、点検及び必要な箇所

に対する補修等の措置を講ずるとともに、施設の操作人員の配置計画、連絡体

制、操作規則等の確認をする等、管理の強化を図ること。

また、台風の接近等、災害発生のおそれのある場合には、事前に改めて施設の

点検等を行うこと。

④地下空間の浸水対策等の強化

地下空間を管理する主体と連携し、地下空間の浸水に係る危険性について、利用

者に対して事前の周知を図り、浸水対策及び避難誘導等安全体制の強化に万全を期

すること。洪水等が発生し、又は洪水等が発生するおそれがある場合には、迅速か

つ的確な情報の伝達、利用者等の避難のための措置等を講ずること。

⑤道路の冠水・法面崩壊・越波対策等の強化

道路のアンダーパス部等、局地的な大雨により冠水し、車両が水没する等重大な

事故が起きるおそれがある箇所については、道路利用者への注意喚起や情報提供を

適切に行うとともに、事前に標識、情報板、排水ポンプ等の施設を点検する等の措

置を講ずること。台風による越波、大雨による法面崩壊等の土砂災害のおそれのあ

る箇所については、通行止め等の措置を適切に行い、被害を防止すること。施設管

理者や所轄の警察、消防は引き続き、相互に情報を共有するとともに、連絡体制の

確保、通行止めの措置、救助等に遅れが生じないよう措置を講ずること。また、台

風などによる電柱倒壊で道路の閉塞が発生した際には、通行止め等の措置を適切に

行うとともに、電線管理者より可及的速やかに報告がなされるよう連絡体制を確保

すること。

⑥港湾の浸水・コンテナ等の飛散対策等の強化

港湾において、台風等に伴う高潮、高波による浸水により港湾機能が低下するお

それのある箇所については、港湾利用者への注意喚起や情報提供を適切に行うと

ともに、過去に被災した施設等脆弱箇所への土嚢等の設置等を行うなど直前予防

策を講ずること。暴風によりコンテナの飛散等のおそれのある箇所については、コ

ンテナの固縛等の対策を適切に行い、被害を防止すること。施設管理者は引き続

き、水際・防災対策連絡会議を設置している場合にあっては、関係者が取るべき措

置、関係者間の連絡体制等の確認等、連携体制の強化を図ること。その他の場合に

あっては、関係機関の各主体が必要な情報収集や情報発信を適切に実施できる体

制を構築し、連携体制を確保すること。
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⑦災害発生のおそれのある箇所等の周知徹底

住民等が災害から身を守るための避難行動に資するため、浸水想定区域（洪水、

雨水出水、高潮、津波）や、津波災害警戒区域、土砂災害警戒区域を始めとする災

害発生のおそれのある箇所等貴殿が所掌上保有する情報について、市町村等への提

供を行うこと。

⑧災害時に市町村が発令する避難情報の周知徹底

平時から避難情報に関する周知等を十分に行うこと。特に、警戒レベル３の高齢

者等避難は、災害リスクのある区域等の高齢者等が危険な場所から避難するべき

状況において発令される情報であること、警戒レベル４の避難指示は、災害リスク

のある区域等の住民等が危険な場所から避難するべき状況において発令される情

報であること、警戒レベル５の緊急安全確保は、災害が発生又は切迫し指定緊急避

難場所等への立退き避難がかえって危険であると考えられる場合に発令されるこ

とがある情報であり、警戒レベル５に至る前の警戒レベル４までに必ず避難する

こと等について住民等が十分に理解できるよう周知徹底すること。

⑨企業等に対する避難意識等の啓発

企業等に対し、事業所等の所在地の災害リスクや、災害警戒時に取るべき行動、

行動のタイミング等を確認すること。また、防災情報に留意し、甚大な災害発生の

危険や、海抜ゼロメートル地帯等における大規模な広域避難の可能性が高まった

ときには、来客や従業員の安全確保を最優先して、店舗や事業所等の計画的な休

業、テレワークの実施、時差出勤、必要に応じて安全確保が必要な従業員の待機・

受入れなど、実情に応じた適切な対応を講ずるよう協力を求めるとともに、各機関

においても、上記の取組を促進すること。あわせて、「事業継続ガイドライン‐あ

らゆる危機的事象を乗り越えるための戦略と対応‐」（内閣府、令和５年３月）を

参考にして、各企業等が事業継続計画の策定や改定を行うよう働きかけること。

⑩水辺利用者に対する情報提供及び自助意識の啓発

大雨後の河川増水時には、河川管理者等と連携し、河川等の水辺利用者に対して

情報を提供し、安全な場所へ避難するよう注意を促す等、適切に対応すること。増

水時や台風の際、農業用水路、排水路、岸壁等から落ちる危険性等もあることから、

これらに近付かない等の注意を促すことも含めて、水難事故防止についての自助意

識を啓発すること。

⑪指定緊急避難場所及び指定避難所の周知支援等

想定される災害の種別ごとに定められる指定緊急避難場所が指定避難所と異な

ることについて十分に周知を図った上で、市町村が指定した指定緊急避難場所及び

指定避難所の周知を支援すること。指定緊急避難場所の表示等を新設・変更する際

は、当該避難場所が対応している災害種別が一目でわかるよう、日本産業規格とし

て定めた「災害種別一般図記号（ ）」及び「災害種別避難誘導標識システ

ム（ ）」に基づく表示に努め、これらの設置に市町村へ協力を行うように

努めること。

また、激しい雨が継続する、あるいは落石等の災害の前兆現象が発生する等して、
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指定緊急避難場所まで移動することが、かえって命に危険を及ぼしかねないと判断

される場合は、近隣のより安全な場所や建物へ移動し、それさえ危険な場合は屋内

上階の、山からできるだけ離れた部屋等へ避難する等して直ちに身の安全を確保す

ること、特に地震の被害を受けた地域においては、降雨による土砂災害が発生しや

すい状況にあるため十分に注意すること、『避難』とは『難』を『避』けることで

あり、ハザードマップや「避難行動判定フロー」等を踏まえた上で、安全な場所に

いる人は指定緊急避難場所に行く必要がないこと、安全な親戚・知人宅も避難先と

なりうることについて、周知を支援すること。

なお、避難所における感染症対策として、「避難所におけるマスク着用等の考え

方について」（内閣府・消防庁・厚生労働省、令和５年３月）、「新型コロナウイ

ルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う避難所における新型コロナウイ

ルス感染症の感染対策等について」（内閣府・消防庁・厚生労働省、令和５年４月）

等を踏まえた対応を促すこと。

避難所の開設・運営に当たっては、「災害対応力を強化する女性の視点～男女共

同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～」（内閣府男女共同参画局、令和２

年５月）の内容を踏まえ、女性と男性のニーズの違いを十分に配慮した環境整備を

進めるとともに、運営体制への女性の参画を促すこと。

⑫避難所等の確保

災害時又は災害が発生するおそれがある場合、想定される避難者を受け入れるこ

とができるよう、指定避難所及び協定・届出避難所の確保に加え、車中泊避難用駐

車場及びホテル・旅館等と協定を締結するなど、平時から避難所等の確保に努める

こと。

また、良好な避難生活環境の確保に当たり、トイレ、パーティションテント、温

かい食事、ベッド、入浴等は避難者の健康を守り、尊厳ある生活を営むために重要

であることから、避難所の運営に当たっては、「避難生活における良好な生活環境

の確保に向けた取組指針」等を御参照されたい。特にトイレ、パーティションテン

ト、温かい食事、ベッド、暑さ・寒さ対策のための冷暖房機器等は避難所開設当初

から確保すること。

併せて、家庭動物と同行避難する避難者及び家庭動物のための避難スペースの確

保等に努めるとともに、家庭動物の受入れ方法について住民に周知を図ること。

⑬指定福祉避難所等の確保

従前、災害時において、受入れを想定していない被災者の避難により、福祉避難

所としての対応に支障が生ずるなどの懸念から指定避難所としての福祉避難所（以

下「指定福祉避難所」という。）の確保が進まないとの課題に対応するため、災害

対策基本法施行規則（昭和 年総理府令第 号）において、指定避難所の公示事

項を明確化している。これにより、市町村長は、指定福祉避難所ごとに、受入対象

者を特定してあらかじめ指定の際に公示し、受入対象者とその家族のみが避難す

る施設であることを明確化することが可能となることから、指定福祉避難所等の

確保について、市町村に協力するとともに、指定福祉避難所等が被災することも想

定し、一般避難所への要配慮者スペースの設置を促すこと。

⑭要配慮者利用施設等における避難体制の確保
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介護保険法（平成９年法律第 号）や水防法（昭和 年法律第 号）、土

砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 年法律

第 号）等により、要配慮者利用施設は、避難確保計画等の自然災害に関する計

画（以下「災害計画」という。）を作成することとされている。要配慮者利用施設

管理者等に対して、災害計画の作成や要配慮者本人の参加を得た避難訓練の実施の

支援に努めるとともに、地方公共団体による計画の具体的な内容や避難訓練の実施

状況の確認、施設への情報伝達体制の確保について、必要な支援に努めること。ま

た、学校における避難確保計画の作成、避難訓練及び避難訓練を通じた防災教育を

効果的に実施するための地方公共団体による取組について、積極的に支援するこ

と。

⑮個別避難計画の作成等

災害対策基本法（昭和 年法律第 号）において、自ら避難することが困難

な高齢者や障害者等の避難行動要支援者ごとの避難支援等を実施するための計画

である「個別避難計画」の作成が市町村の努力義務とされている。

内閣府では、個別避難計画の作成手順等を明示した具体的な取組指針である「避

難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（内閣府、令和３年５月改定）」

を示しており、この内容も参考にし、防災・福祉等関係部局が連携するとともに、

福祉専門職等関係者の参画を得て市町村においては作成に努めることとなるので

求めがあった場合には、必要な協力をすること。

作成に当たっては、特にハザードマップ上で危険な地域に居住する介護を要する

者など、優先順位が高いと市町村が考えた避難行動要支援者について、令和３年度

からおおむね５年程度で作成に取り組んでいただきたいと考えており、所要経費に

ついては、地方交付税措置が講じられている。

また、市町村は災害の発生に備え、避難支援等関係者に対し、避難行動要支援者

名簿及び個別避難計画の情報を提供するものとされている。この場合、情報漏えい

の防止のために必要な措置を講ずるよう努めること。

⑯災害対策本部における機能の維持

災害対策本部を運営する職員に過度な負担がかかり機能不全に陥ることがない

よう、平常時から非常時優先業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための

役割を分担する等、組織を挙げた体制をあらかじめ構築しておくこと。また、非常

時優先業務を継続的に行えるよう業務継続計画を確認し、必要に応じて修正する等

の対策を講ずること。災害対策本部が設置される庁舎においては、災害発生時に備

え、非常用電源を設置し、浸水等への対策や十分な燃料の確保を行うとともに、定

期的な保守・点検等の実施や停電時に確実に作動するよう確認、訓練等の対策を講

ずること。

⑰避難指示等の発令・伝達、避難判断のための訓練等

災害時に躊躇なく避難指示等を発令・伝達できるようにすること。そのために、

「防災スペシャリスト養成」有明の丘研修・災害対応ｅラーニング等を積極的に受

講し、知識や手順の確認を行うとともに、避難指示等の発令に関する機器操作の習

熟を推進すること。また、住民自身が適切に避難行動を取ることができるようにす

るため、気象防災アドバイザー等の専門家等の知見も活用し、職員と多数の住民の

32　OKAYAMA Truck Transport Information

行
政
だ
よ
り



行政だより

参加による洪水や土砂災害等の地域の実情に応じた災害を想定した避難指示等の

発令・伝達、避難判断のために地域内での声かけにより避難する取組や、安全を確

認する訓練を、災害発生のおそれが高まる出水期前に実施するよう努めること。加

えて、各地域における自助・共助の取組の適切かつ継続的な実施に向け、専門家の

支援により防災の基本的な知見を兼ね備えた地域防災リーダーの育成に努めるこ

と。

⑱ボランティアによる支援活動環境整備

災害が発生した場合、ボランティアによる支援活動が円滑に行われるよう、発災

時のみならず平常時から地方公共団体、社会福祉協議会、ボランティア団体、災害

中間支援組織（ ・ボランティア団体等の活動を支援するため、人材、資金、情

報等の仲介やコーディネート等を担う組織）等との連携を促進し、必要な情報の提

供を行うとともに、受援体制の整備促進に努めること。特に発災後は、被災者支援

活動の情報等の共有、活動の調整等を行う「情報共有会議」の開催や参加を促すこ

と。また、ボランティアを受け入れるに当たっては、ボランティア保険への加入奨

励、危険な作業の回避、熱中症対策の実施等の安全確保対策を十分に講ずるよう普

及啓発を促進すること。

⑲関係機関から市町村に対する助言等

市町村が時機を失することなく避難情報を適切に発令できるよう、専門的な知見

を有する関係機関が事前に十分な準備を行い、必要に応じて、直接、市町村長に対

して積極的に助言を行うこと。また、市町村等と共同で、防災行動を時系列で整理

したタイムラインを作成し、発災前から防災情報の発表・伝達等を的確かつ円滑に

実施すること。

２．災害発生時には早期避難のための避難態勢の構築等を図り、住民が適時的確な避難

行動を判断できるよう、関係機関との緊密な連携の下に、特に以下の取組について万

全を期すこと。

①防災気象情報及び河川情報の収集、早い段階からの危機意識の醸成並びに確実な情

報伝達の徹底

災害発生の危険度の高まりに応じて段階的に発表される大雨や河川氾濫、土砂災

害、高潮等に関する注意報・警報・危険警報・特別警報等（早期注意情報を含む。）、

危険度の高まりが５段階で地図上で色分け表示されたキキクル、明日までの警報等

の見通しを示す時系列情報や流域雨量指数の予測値、指定河川洪水予報（大雨ピー

ク後に水位が上昇する場合を含む。）、指定海岸高潮予報、線状降水帯に関する各

種情報（発生可能性に関する半日程度前からの呼びかけ、直前予測、発生を知らせ

る情報）、竜巻や台風情報等の防災気象情報及び河川の水位、カメラ画像等の河川

情報の収集・伝達を徹底し、関係者間での危機意識の醸成及び共有を図ること。

また、避難指示等の発令に資する情報を、気象庁、施設管理者等が警戒レベル相

当情報として市町村に提供する等して、市町村の避難指示等の発令判断を支援する

こととしているので、これに留意し、住民の主体的な避難行動を支援すること。

ウェブサイト、 等のインターネット等により提供された情報については、必
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要に応じ適切に災害対応に活用すること。

情報の伝達に当たっては、マスメディアと連携を図り、職員の 出演等による災

害の切迫性の解説を含め、住民の避難につながるわかりやすい情報提供に努めると

ともに、インターネット、コミュニティ 、Ｌアラート、緊急速報メール等の多様

な伝達手段を組み合わせて活用し、早い段階からの確実な防災情報提供に努めると

ともに、土砂災害等の災害時に孤立するおそれのある地域においては、孤立発生状

況の早期把握に努め、当該地域の住民と双方向の連絡手段の確保について留意する

こと。

②要配慮者への情報伝達等

要配慮者の避難を考慮し、地方公共団体への防災情報の提供を早期に行うととも

に、視聴覚障害者等の情報が伝わりにくい要配慮者に対しても多様な伝達手段に加

え、字幕・解説・手話放送、多言語（やさしい日本語を含む）での情報発信等によ

り避難指示等の情報が確実に伝達されるような措置を促す等適切な取組を推進す

ること。

また、市町村における避難行動要支援者名簿等の活用を促進し、在宅の要配慮者

の把握に努めるとともに、福祉関係者等と連携しながら、自宅の災害リスク等につ

いてハザードマップや避難行動判定フロー等を用いて本人と一緒に確認してもら

うことに加え、新たな避難情報について紹介すること等を通じ、要配慮者自身の避

難行動の理解や支援体制の構築に向けた取組を支援すること。

③個別避難計画等に基づく避難支援等の実施への支援

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市町村は、避難行動要

支援者名簿及び個別避難計画に基づく避難支援等の実施に努めることとなるので、

市町村の求めがあった場合には必要な協力をすること。

また、避難支援等実施者が避難支援等を実施できない場合において、避難支援等

関係者その他の者が、市町村が行う個別避難計画情報の提供を受けたときは、所要

の調整を行った上で、必要な対応に努めること。

④広域的な避難の実効性確保に向けた取組の推進

市町村や都道府県の区域を越えた広域的な避難が必要となる地域においては、市

町村、都道府県、国の機関、交通事業者等の関係機関間で早めの情報共有や調整、

意思決定がなされるよう、平時より関係機関間で顔の見える関係を構築し、具体的

な計画や協定等の締結を進めるなど、円滑な広域避難の実施に向けた取組を支援す

ること。

また、平時より市町村や都道府県等と連携し、広域的な避難に係る居住者等の受

入れ、運送等に係る検討及び協定等の締結を進めるなど円滑な広域的避難の実施に

向けた取組を推進すること。

広域的な避難が必要な地域においては、通常の避難とは異なるタイミング・避難

先へと避難することも考えられるため、災害時に居住者等が適時適切な避難行動が

取れるよう、市町村や都道府県等と連携の上、平時から居住者等への周知啓発によ

る理解促進に努めること。

以上
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協会だより

事事業業実実績績報報告告書書・・事事業業報報告告書書のの提提出出ににつついいてて 

 

事業者は、貨物自動車運送事業報告規則第２条の規定により、毎年度「事業報告書」および「事業実績報告

書」を運輸支局に提出しなければなりません。 

 

 

 

 

 

報告書は、岡山県トラック協会ホームページからもダウンロードできます。 

トップページ→会員の皆様へ→申請手続き→事業実績報告書 

 

※提出期限が過ぎている事業者につきましては、速やかに報告書をご提出ください。 

※郵送でのご提出の場合は、返返信信用用封封筒筒をを付付けけててごご発発送送くくだだささいい。。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

報告書 提出部数 提出期限 

事業実績報告書 ３３部部作作成成（１部事業者控え） ７月１０日まで 

事業報告書 ３３部部作作成成（１部事業者控え） 事業年度経過後１００日以内 

実績報告記入例  
PDF をここに入れてください 

提出期限　　7月10日まで

実績報告書の記入方法について

荷物を積載して走行した距離

空車＋実車の走行距離

自社の営業車両で輸送したトン

下請けに輸送させたトン

税抜き価格

3月31日現在の車両
数（被けん引除く）

3月31日現在の従業員数
（役員除く）

車両数×365日
（例①）1年増減がない場合
5台×365日＝1,825
（例②）増車が6月1日に1台ある場合
5台×61日＋6台×304日=2,129

稼働した車両数×稼働日数

※車が稼働したかどうかは1
日単位で判断する。

短時間の稼働でも1日車と算
定する

運輸支局に事故報告

書を提出した事故件
発生から24時間以内に
死亡した人数

交通事故によって負傷

し、治療した人数

警察に通報した事

故件数（加害、被

害の合計件数）（人

身、物損含む）
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協会だより

会員募集中！

一般社団法人 岡山県トラック協会

活動内容

・国道清掃、チャリティーゴルフコンペなどの社会貢献
活動
・「トラックの日」のイベントに携わるなど、業界の広報
活動
・各種研修会の開催
・他団体、他県を含めた会員相互の交流
・交通安全教室の開催 …等

一般社団法人 岡山県トラック協会
青年協議会 事務局 永井・髙橋

入会等のお問い合わせ
TEL 086-234-8211
https://okayama-ta.or.jp/activity/young/

青年協議会

協議会の趣旨と目的

運送業界の次代を担う若手経営者や後継者が、研
修会や交流会、社会貢献活動等を通じて相互の研鑽
と業界の発展を図ることを目的としています。
また、青年協議会の活動を通じて、多くの仲間ととも
に、時には同じ立場の者同士、悩みや問題を共有し、
時には競争して、新たな時代に対応できる経済人にな
れたら良いと考えています。

会員資格
岡ト協会員で５０歳以下の経営者、後継者及び管理者
会費 ２４，０００円／年

紹介動画

【YouTube】

【X 旧Twitter】
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自動車事故対策機構岡山
支所だより

適性診断開業日 休業日 被害者援護促進日（適性診断は休業ですが、その他の業務は通常通り行います）

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 4 1 1 2 3 4 5

5 6 7 8 9 10 11 2 3 4 5 6 7 8 6 7 8 9 10 11 12
12 13 14 15 16 17 18 9 10 11 12 13 14 15 13 14 15 16 17 18 19
19 20 21 22 23 24 25 16 17 18 19 20 21 22 20 21 22 23 24 25 26
26 27 28 29 30 31 23 24 25 26 27 28 29 27 28 29 30

30 31

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土
1 2 3 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5

4 5 6 7 8 9 10 8 9 10 11 12 13 14 6 7 8 9 10 11 12
11 12 13 14 15 16 17 15 16 17 18 19 20 21 13 14 15 16 17 18 19
18 19 20 21 22 23 24 22 23 24 25 26 27 28 20 21 22 23 24 25 26
25 26 27 28 29 30 31 29 30 27 28 29 30 31

■適性診断について 時間帯（２０分前にお越しください）
インターネットまたはお電話での予約が必要です。 ① ９：００の部 一般・初任・適齢
電話 ０８６−２３２−７０５３ ②１０：３０の部 一般・カウンセリング付一般・特定
会場 岡山県トラック総合研修会館３階 ③１３：３０の部 一般・初任・適齢
住所 岡山市北区⻘江１丁目２２-３３ ④１５：００の部 一般

『『短短期期集集中中でで、、ままととめめてて適適性性診診断断をを受受診診ししたたいい！！』』事事業業者者様様ははごご検検討討くくだだささいい。。

【機器レンタル料：１１,,１１００００円円(税込)/日】 ※協会支部から貸りると無料

★ レンタル期間中はいつでも一般診断を受診可能 ※初任・適齢診断は受診不可

★ 専用Wi-Fiで快適通信！もちろん、通信料も追加料金なし！
★ 診断結果票は機器返却時にまとめてお渡しするので、印刷無用！
★ 利用料金は、月締めで後日、銀行振込！

ナスバ岡山支所開業日カレンダー

※職員勤務状況により
若干異なる場合があります

2026年7月 2026年9月

2026年10月

2026年8月

2026年11月 2026年12月

適性診断機器のレンタルについて(有料)

診断機器(イメージ)

適適性性診診断断料料金金（（会会員員様様ののおお支支払払額額））ににつついいてて
◆ 一般診断･･･負担なし（定額 2,400円すべて 岡山県トラック協会が助成)

◆ 初任診断･･･2,000円 （定額 4,800円のうち 岡山県トラック協会が 2,800円助成）

◆ 適齢診断･･･2,000円 （定額 4,800円のうち 岡山県トラック協会が 2,800円助成）

◆ カウンセリング付一般診断･･･カウンセリング料 2,400円のみお支払い願います。

※予算・決算の都合上、岡岡山山県県トトララッックク協協会会のの助助成成期期間間はは

例例年年44月月11日日～～翌翌33月月1100日日ままででとなっています。

※予算の状況によっては、助成期間が短縮されることもあります。

会会員員のの皆皆様様ににおおかかれれままししててはは、、計計画画的的なな受受診診ををおお願願いいいいたたししまますす。。
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自動車事故対策機構岡山
支所だより  

各支部（輸送サービスセンター）での適性診断について 
 
 

                    （一社）岡山県トラック協会 
    （独）⾃動⾞事故対策機構（ナスバ）岡山支所  
 
トラック協会各支部で適性診断を受診できます。 
 
●運用日 
 ⽉曜日・⽔曜日・⾦曜日（他の曜日は各支部にご相談ください） 
 ※土日祝日、12/29〜1/3 の他、協会⾏事等の休業日がございます。 
 
●申し込み方法 

受診希望日の前日までに、各支部にお電話で予約をしてください。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
※初任・適齢診断は後日実施のカウンセリング時に結果をお渡しします。 

出前カウンセリングを定期開催しますので下記案内を確認のうえご予約下さい。 

  

下記支部では【一般・※初任・※適齢診断】が受診できます 

備中支部（0866-83-1365） 美作支部（0868-26-4436） 

※令和８年７月～備中支部改修工事のため 

備中支部では初任・適齢診断が受診できません※※再再開開時時期期未未定定 

 

下記支部では【一般診断】のみ受診できます 

備前支部（0869-67-2882） 倉敷支部（086-425-0108） 
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本 会 〒700-8567
岡山市北区青江1-22-33
TEL  086-234-8211 （代） 　 FAX  086-234-5600

岡 山 支 部 〒700-0941
岡山市北区青江1-22-33
TEL  086-234-8211 　 FAX  086-234-5600

倉 敷 支 部 〒710-0847
倉敷市東富井850-1
TEL  086-425-0108 　 FAX  086-425-0138

備 中 支 部 〒714-1224
小田郡矢掛町本堀1296-1
TEL  0866-83-1365 　 FAX  0866-83-1366

美 作 支 部 〒708-0842
津山市河辺722-5
TEL  0868-26-4436 　 FAX  0868-26-4450

備 前 支 部 〒705-0023
備前市伊里中516-1
TEL  0869-67-2882　 FAX  0869-67-2883

自動車運転練習場 〒709-0626
岡山市東区中尾355-1
TEL  086-279-8022 　 FAX  086-279-8022

陸上貨物運送事業労働災害防止協会
岡山県支部

〒700-0941　岡山市北区青江1-22-33　1 階
TEL  086-234-1332 　 FAX  086-234-5600

岡山県運送事業協同組合連合会
岡山県高速運輸事業協同組合

〒700-0941　岡山市北区青江1-22-33　2 階
TEL  086-234-8100 　 FAX  086-234-8383

自動車事故対策機構　岡山支所
運行管理者各講習・適正診断等に関するお問い合わせは
こちらへご連絡ください。

〒700-0941　岡山市北区青江1-22-33　3 階
TEL  086-232-7053 　 FAX  086-231-6742

一般社団法人 岡山県トラック協会及び支部 ご案内

岡山県トラック総合研修会館 入居団体 ご案内

1.	 	守永理事・赤田元副会長	叙勲受章
3.	 	トラック関係者12名が中国運輸局長表彰を受賞
4.	 	優良従業員表彰143名が受賞
6.	 	第46回岡山県トラックドライバーコンテストを開催
8.	 	自動車運転練習場をご利用ください
9.	 	令和7年度	岡山県貨物自動車運送適正化事業実施機関の活動状況

について
18.	 	正副会長会議、総務交付金合同会議、理事会
19.	 	青年協	岡山地域での交流を踏まえた会議
20.	 	令和8年度小学生絵画コンクール募集
22.	 行政だより
 ・中国運輸局岡山運輸支局長表彰について
 ・軽油の見本品採取調査のお願い
 ・賃金構造基本統計調査を実施します
 ・梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について
 ・トラックによる死亡事故多発！！

36.	 協会だより
 ・事業実績報告書・事業報告書の提出について
 ・無料採用ホームページ制作のご案内
 ・青年協議会 会員募集中！

40.	 閲覧室
 ・自動車事故対策機構岡山支所だより
 ・ヤマト・スタッフ・サプライ
 ・お知らせ

61.	 資料
 ・引越安心マークをとりませんか？

63.	 申込書関係
 ・令和8年度小学生絵画コンクール応募者名簿

C o n t e n t s

［今月のトピックス］



携帯電話からの接続には、所定の通信料がかかります。
また、QRコード®は読み取り条件などによって読み取
れない場合があります。
※�QRコード®は、株式会社デンソーウェーブの登録商
標です。

研修会、定期イベント、助成金の申請状況等の情報を随時アップしています！

◎本誌内容も閲覧できるようになりました。

ホームページをご活用ください
https://okayama-ta.or.jp

岡山県トラック協会 検 索

重要なお知らせはこちらに掲載

最新のニュースはこちら

各種申請様式のダウンロード・
セミナー等のお知らせはこちら

編集発行　令和8年7月1日
一般社団法人 岡山県トラック協会

〒700-8567　岡山市北区青江1-22-33  
TEL.086（234）8211　FAX.086（234）5600
https://okayama-ta.or.jp

↓

からご覧ください。

おかやまトラック輸送情報／今月の行事

協会の取り組み

定期的な閲覧と
積極的なご活用
をお願いいたします。




